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１ 世論調査（第３３回、第３５回）から 
 
（１）市民活動の意向（平成１３年度第３３回目黒区世論調査） 

Ｑ あなたは、社会に役立つ活動をしたいと思いますか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）協働推進の意向（平成１５年度第３５回目黒区世論調査） 

Ｑ 「区民と行政の協働」について、どう思いますか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｑ 区民と行政が協働を進めるためには、どのような条件が必要だと思いますか。 

 

活 動 し たい（す でにし てい

る）, 9 .9

活 動 し たいと思 うが、時 間

やゆとりがな い, 35 .6

活 動 し たいと思 うが、機 会

や 情 報 がな い, 20 .8
活 動 し たいとは 思 わな い,

17 .6

わからな い, 13 .7

無 回答 , 2 .3

大いに進めてほしい, 29.2
進める必要があると思う,

35.4

今のままでよい, 6.9

進める必要はない, 1.6

「協働」ということばを聞い

たことがない, 23.5
無回答, 3.4

区民の活動が活発化して

いること, 9.4

区民と行政が情報を共有

化していること, 17.4

区民の意見が行政に十分

反映されていること, 27.5

協働について行政内部の

意識改革が行われているこ

と, 6.9

区民が地域や行政にもっと

関心を持つこと, 25

その他, 4

無回答, 9.8

※ 活動したい、活動したいと思っているとする層が、６割を超える 

※ 進めてほしい、進める必要があるとする層が、６割を超える 

※ 行政の姿勢（区民意見の反映）と区民意識（地域や行政への関心）の割合が高い 



 24

２ 活動団体調査（平成１６年３月）から 
・ 区内の様々な分野で活動している団体を対象に、活動実施状況等について調査したもの。（有

効回答数８５２） 
 
（１）全体傾向 

主 な 設 問 結    果 

活動地域について 
任意団体のほとんどが、区内を中心に活動を行っているのに対し

て、NPO 等法人は区内を中心とする団体とより広い地域を対象とす
る団体に二分される。 

団体事務所について 
任意団体はほとんどが専用事務所を持っていないのに対して、

NPO 等法人は専用事務所を持っている割合は高いが、それでも５

０％に満たない。 

活動情報の入手経路

について 

NPO等法人は任意団体に比べ、「インターネット」「行政機関」「他
の団体」の割合が高く、任意団体で社会貢献活動を行っているとする

団体は、他の団体に比べ「行政機関」の割合が高くなっている。 

活動予算について 
任意団体は予算５０万円未満が全体の６割を占め、NPO 等法人は

１００万円以上が約６割を占めている。 

主な収入と支出につ

いて 

NPO 等法人は、収入面で任意団体に比べて、「寄附金」「独自事業
収入」の割合が高くなっており、支出の面では、任意団体に比べ事業

費に係る割合が高く、管理経費では「スタッフの給料等」の割合が高

くなっている。 

活動上の問題につい

て 

人材の問題について、NPO 等法人は、任意団体に比べて「人材の
確保が難しいこと」「中心メンバーへの負担が大きい」ことを主にあ

げ、任意団体は、「高齢化」「会員の減少」主にあげている。 
活動面では、NPO 等法人は「資金確保」を問題としている割合が

一番高く、任意団体で社会貢献活動を行っているとする団体は、他の

団体に比べ「活動情報の発信・PR」「資金の確保」の割合が高くなっ
ている。 

区との関係 
NPO 等法人、任意団体で社会貢献活動を行っているとする団体と

も、その他の任意団体に比べ「区と連携・協力事業を行っている」「情

報交換・意見交換を行っている」とする割合が高い。 

今後の活動運営につ

いて 

NPO等法人は、任意団体に比べ「公的機関との連携」「安定した資
金確保」「活動の PR」の割合が高く、任意団体で社会貢献活動を行っ
ているとする団体も同様である。 
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27.2

37.1

27.2

2.8

6.9

32.0

9.0

8.0

11.6

5.8

7.2

7.9

8.3

4.3

3.2

8.2

4.0

2.0

1.9

0.7

13.4

4.1

8.2

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

活動団体への情報提供の充実

活動拠点・資器材の確保

活動資金の助成・補助制度の改善

活動資金融資の制度化

活動等に関する相談機能の充実

情報発信手段の多様化

講師・専門家等の人材派遣の充実

研修やセミナーの充実

団体間の連携・ネットワーク作り

活動団体の認知・認証の制度化

区民活動の実態や状況の把握

総合的な区民活動担当窓口の設置

活動支援に関する明確な基準作り

区事業への参入機会の拡大

協働事業の企画・提案制度

区民活動支援・交流拠点の確保

活動団体との協働事業の展開

計画・実施・評価での協働拡大

政策策定過程での参画拡大

条件整備は活発化に無関係

わからない

その他

無回答

（％）

42.8 20.5 20.3 6.0全体

目黒区内の一部の地域　　　　目黒区と複数の区に またがる地域                  東京都と複数の県に またがる地域
　　　　　　　　　　　　      目黒区内の全域　                                      東京２３区 1.4%    東京都全域1.9％　　　　海外のみ０%

                                                                                                                                                            その他1.1%　無回答1.9%
 　　                                                           　                                   国内全域1.8%　  国内および海外2.3%

（２）個別項目 

 

Ｑ 活動を展開している地域 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ 区民活動を活発化するための条件（５つ以内） 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

（％）

※ 活動拠点・資器材、情報発信手段、団体への情報提供、活動資金助成・補助の割合が高い 

※ 目黒区を中心とした活動を行っている団体が、８割を超える 
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３ 協働のしくみづくりを考える区民フォーラム「提言」の反映状況 
 

協働区民フォーラム提言 

８つのしくみ、次のステップに向けて 

 
方針（案）の推進方策 

 
 

協働ガイドラインの作成 

 
 

行政事業の協働化 

協働事業の提案・実施のしくみ 
 

協働事業提案制度の整備 

区民活動の人材確保のしくみ 
 

活動コーディネート機能の確保 

活動拠点提供のしくみ 
 寄附受け入れ型の活動費助成制度の整

備 

活動資金の支援のしくみ  集会施設の利用方法等の改善 

活動情報の共有化のしくみ 
 

パブリックコメント制度の整備 

協働型の審議会のしくみ 
 政策審議を行う審議会等の運営の見直

し 

政策立案前の区民による案づくりのしくみ 
 行政検討に先立つ区民提案づくり機会

の確保 

地域密着型課題の案づくりのしくみ 
 

協働推進体制の整備 

次のステップに向けて（協働を推進する制

度、行政の意識改革） 

 
協働意識の普及啓発 

  協働の推進に関する条例の制定 
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４ 方針検討に係る経過 
 
（１）全体の流れ図 

年月 区民 行政 議会 

 

 12.10 

 

 

 

14.4 

 

14.5 

 

 

15.7 

 

15.9 

 

 

 

 

16.9 

  

 16.11 

 

 

17.11 

 

 

 

 

18.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

協働推進の具体策 

 

意見反映の検討 

 
協働推進方針の策定 

協働推進方針（案）の検討 

 
方針（案）のまとめ 

協働推進方針の策定の考え方

と策定方法の検討 

準備メンバーと区によ

る区民検討の場づくり 

 

協働区民フォーラム 

提言

協定 

説明・意見

参加 

検討の場提案 

準備メンバー募集 

支援

行政に先立ち、区

民が主体的に協働

のしくみづくりを

検討する場

方針（案）の公表、

説明、意見募集 

区民や団体等の意

見提出 

方針公表、意見反

映状況の公表 

参加 

目黒区基本構想・基本計画 策定 

三つの基本方針の一つに「区民と行政の協働によるまちづくりの推進」 

解散 

現在 

提言案 

公表

提言公表 

検討の場の提案、参加呼びかけ 
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（２）主な経過 

 

年月日（平成） 事項 

12 年 9 月 29 日 
目黒区基本構想を議決 

基本方針の章で「区民と行政の協働によるまちづくりの推進」 

12 年～13 年 基本的な考え方及び方針策定の方法について検討 

14 年 4 月 区民検討の場づくりと準備メンバーの募集の呼びかけ 

14 年 5 月 準備メンバーによる区民検討の場づくり開始 

15 年 6 月 区民検討の場の考え方、募集方法等のまとめ 

15 年 7 月 協働区民フォーラム設置の呼びかけと参加者の募集 

15 年 9 月 7 日 
協働区民フォーラムの発会（第 1 回全体会議） 

パートナーシップ協定締結、検討の開始 

～ 16 年 10 月 協働区民フォーラムの検討（299 回の会議開催） 

16 年 11 月 15 日 協働区民フォーラムから区長へ提言「目黒らしい協働のあり方」提出 

16 年 12 月 3 日 協働区民フォーラムから職員への提言説明会 

16 年 12 月～ 方針の庁内検討開始（協働推進会議） 

17 年 8 月 方針検討段階での協働区民フォーラムとの意見交換 

17 年 10 月 協働推進方針（案）のまとめ 

17 年 11 月 8 日 
協働区民フォーラムへ協働推進方針（案）提示 

協働区民フォーラムの解散（第 9 回全体会議） 

17 年 11 月～12 月 協働推進方針（案）の公表、意見募集 

18 年 1 月 協働推進方針の策定 

 
 


